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999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9

999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

食 料 品 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

化 学 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

石 油 ・ 石 炭 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

鉄 鋼 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

金 属 製 品 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

は ん 用 機 械 - - - - - - - - 999,999 -

生 産 用 機 械 - - - - - - - - 999,999 -

業 務 用 機 械 - - - - - - - - 999,999 -

［ a + b + c ］ - - - - - - - - [999,999] [9.9]

一 般 機 械 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 - -

精 密 機 械 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 - -

［ d + e ］ [999,999] [9.9] [999,999] [9.9] [999,999] [9.9] [999,999] [9.9] - -

電 気 機 械 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9

情 報 通 信 機 械 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9 999,999 △ 9.9

輸 送 用 機 械 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

建 設 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

卸 売 業 、 小 売業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

不 動 産 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

物 品 賃 貸 業 (999,999) (9.9) (999,999) (9.9) (999,999) (9.9) (999,999) (9.9) 999,999 9.9

情 報 通 信 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

運 輸 業 、 郵 便業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

電 気 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

サ ー ビ ス 業 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9 999,999 9.9

（注）　１.増加率は対前年同期増加率である。

　　　　２.全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。

　　　　３.平成21年4-6月期調査から業種分類を改定している。

　　　　　 ①旧分類の「一般機械」と「精密機械」の一部を「はん用機械」、「生産用機械」、「業務用機械」に再編した。

　　　　 　  このため、再編後の３業種は、前年同期との比較が不可能である。上表では参考までに、［再編後の３業種の合計（ a + b + c ）］の

　　　　　　増加率の欄に、［再編前の２業種の合計（ d + e ） ］と比較した対前年同期増加率を掲載している。

　　　　　 ②サービス業については、平成21年1-3月期調査以前は「物品賃貸業」が含まれているが、「宿泊、飲食サービス業」は含まれていない。

　　　　　 　平成21年4-6月期調査以降は、「物品賃貸業」は含まれていないが、「宿泊、飲食サービス業」が含まれている。

　　　　※　財務省財務総合政策研究所ホームページの「時系列データ検索メニュー」（http://www.fabnet2.mof.go.jp/fsc/index.htm）では、

　　　　　新分類「生産用機械」の平成21年１－３月期調査以前の計数は、旧分類「一般機械」の計数を接続させております。

　　　　　同様に、新分類「業務用機械」の平成21年１－３月期調査以前の計数は、旧分類「精密機械」の計数を接続させております。

　　　　　ご利用頂く際にはご留意下さい（詳細は別添５－４のとおり）。
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非 製 造 業

製 造 業

1,000万円～1億円

資 本 金 別

1 億 円 ～ 10 億 円

10 億 円 以 上

b

4～6

d

7～9

e

10～12

c

a

第１表　　売　上　高　の　推　移

4～6 増加率

全 産 業

区　　　　分
増加率1～3増加率増加率増加率

平成21年4-6月期調査の報道発表資料のイメージ （数字は仮置きのもの）




